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はじめに 
 
 本報告書は、平成 29 年度『国際知財制度研究会』において検討を行った事項について

とりまとめたものである。 
 
今年度の研究会では、第一に、経済連携協定（EPA）/自由貿易協定（FTA）の知財章に

おける調査として、日モンゴル EPA の知財に関する規定のモンゴル国内法との関係性、

並びに EU の EPA/FTA 戦略に関し、EU の締結済の EPA/FTA における商標及び地理的

表示にかかる規定について調査を行い、分析した。 
 第二に、各国における知的財産権保護の状況として、営業秘密に関する各国法制度と運

用（裁判実務を含む。）について調査し、医薬品関連として、中国及びインドネシアの知的

財産制度における医薬品保護の動向、医薬品アクセスに対する新薬メーカーの貢献、並び

に途上国等における偽物医薬品等模倣品による健康・安全被害の状況について調査・検討

を行った。  
第三に、国際的な知的財産制度の議論に関する調査を行った。AI・ビッグデータ・IOT

等のデータ利活用に関する各国議論の状況を調査し、ビッグデータの利活用と競争法の観

点を含め近年のEU 競争法の動向についても検討した。また、人権と知的財産の観点から、

生命資源・遺伝子情報を用いた研究成果の特許適格性と人権について検討するとともに、

人類の共同の財産（Common Heritage of Mankind: CHM）概念と知的財産に関する議論

についても取り扱った。さらに、知的財産に関する国際紛争処理解決手続の事例として Eli 
Lilly 対カナダ事件の仲裁判断についても検討し、知財関連の途上国向けキャパビルに関

する取組、税関における知的財産侵害物品の水際取締りと国際協力についても議論した。 
 第四に、WIPO 及び WTO/TRIPS 理事会その他フォーラムにおける議論の状況等につい

て、WIPO の 2 つの委員会（遺伝資源等政府間委員会〔IGC〕及び著作権等常設委員会

〔SCCR〕）における議論の動向について検討し、また、TRIPS 理事会における議論の動

向、TRIPS 協定に関連する紛争案件、及び偽装品の取引の防止に関する協定（ACTA）に

ついても整理・分析した。 
 
なお、本報告書は研究会における討議を踏まえて作成されたものであるが、執筆委員の

表記がある部分については執筆者の意見であり、執筆委員の表記の無い部分については事

務局の意見によるものである。 
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